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地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定

により審査に付された令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並

びにその算定の基礎となる事項を記載した書類について旭川市監査基準に準拠して

審査したので，次のとおり意見を提出します。
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１ 審 査 の 概 要

（１）審査の対象

令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の

基礎となる事項を記載した書類

健全化判断比率及び資金不足比率の対象となる会計等の区分

区 分 会 計 名 等 比 率

一般会計

一般会計等 動物園事業特別会計

に 属 す る 育英事業特別会計

特 別 会 計 母子福祉資金等貸付事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

公共駐車場事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

公営
水道事業会計 資金

企業 法適用 下水道事業会計 不足

会計
病院事業会計 比率

一部事務組合・
上川教育研修センター組合

広 域 連 合
北海道市町村備荒資金組合

北海道後期高齢者医療広域連合

第三セクター・
株式会社旭川振興公社

地 方 公 社

注）資金不足比率は公営企業会計ごとに比率を算定することとされている。また，「法適用」

は地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する公営企業会計である。

（２）審査の期間

令和５年７月２４日から令和５年８月９日まで

一
般
会
計
等

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

公
営
事
業
会
計

将
来
負
担
比
率
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（３）審査の方法

健全化判断比率及び資金不足比率の審査に当たっては，健全化判断比率及び

資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に算定又

は作成されているかを検証するために，旭川市監査基準に基づき，必要な審査

手続を選定し，関係諸帳簿その他証拠書類との照合を行うなど審査の充実を期

した。

２ 審 査 の 結 果

健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書

類は，いずれも適正に算定又は作成されているものと認められた。

健全化判断比率 （単位：％）

比 率 名 比 率 早期健全化基準

実 質 赤 字 比 率 － 11.25

連 結 実 質 赤 字 比 率 － 16.25

実 質 公 債 費 比 率 8.5 25.0

将 来 負 担 比 率 82.0 350.0

資金不足比率 （単位：％）

会 計 名 比 率 経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 － 20.0

下 水 道 事 業 会 計 － 20.0

病 院 事 業 会 計 － 20.0

注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率については実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合，

また，資金不足比率については資金不足額がない場合は「－」と表示した。
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３ 各比率の状況

（１）健全化判断比率

健全化判断比率とは，実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率及び

将来負担比率の４つの財政指標の総称で，地方公共団体の財政の早期健全化や再

生の必要性を判断するとともに，他団体と比較することなどにより，当該団体の

財政状況を客観的に表す意義を持つ。

本市の令和４年度決算に基づく各比率の状況は，次のとおりである。

ア 実質赤字比率

実質赤字比率は，一般会計等に区分される会計を対象とした実質赤字額の標準

財政規模に対する比率である。

当年度の実質赤字比率もこれまでと同じく赤字額がなく，比率は算定されてい

ない。実質赤字比率及び各会計の実質収支額の状況並びに前年度との比較は，次

のとおりである。

（単位：千円・％）

令和４年度 令和３年度

一般会計 3,882,349 6,504,977 △ 2,622,628

動物園事業特別会計 0 0 0

育英事業特別会計 2,652 4,635 △ 1,983

0 0 0

3,885,001 6,509,612 △ 2,624,611

① △ 3,885,001 △ 6,509,612 2,624,611

② 83,119,681 84,408,471 △ 1,288,790

2,594,156 5,401,781 △ 2,807,625

－ － －

(△ 4.67) (△ 7.71) (3.04ﾎﾟｲﾝﾄ)

実質収支額

母子福祉資金等貸付事業特別会計

合　　　　計

実質赤字額

標準財政規模

うち臨時財政対策債発行可能額

注）実質赤字比率については，実質赤字額がないため「－」と表示した。なお，(  )内は，算定結果

  を数値で表示した場合の比率である。

区　　　　分 増　減

一
般
会
計
等

一般会計等
に 属 す る
特 別 会 計

実質赤字比率 ①/②
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イ 連結実質赤字比率

連結実質赤字比率は，全ての会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額の標

準財政規模に対する比率である。

当年度の連結実質赤字比率もこれまでと同じく赤字額がなく，比率は算定され

ていない。連結実質赤字比率及び各会計の実質収支額，資金不足額，資金剰余額

（以下「実質収支額等」という。）の状況並びに前年度との比較は，次のとおり

である。

（単位：千円・％）

令和４年度 令和３年度

3,885,001 6,509,612 △ 2,624,611

327,871 459,310 △ 131,439

公共駐車場事業特別会計 0 0 0

介護保険事業特別会計 763,531 717,191 46,340

3,509 2,230 1,279

水道事業会計 463,170 435,277 27,893

下水道事業会計 512,513 438,885 73,628

病院事業会計 2,068,606 1,671,060 397,546

8,024,201 10,233,565 △ 2,209,364

① △ 8,024,201 △ 10,233,565 2,209,364

② 83,119,681 84,408,471 △ 1,288,790

－ － －

(△ 9.65) (△ 12.12) (2.47ﾎﾟｲﾝﾄ)

実質収支額等

 一般会計等

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

合　　　　計

連結実質赤字額

標準財政規模

注）連結実質赤字比率については，連結実質赤字額がないため「－」と表示した。なお，(  )内は，
  算定結果を数値で表示した場合の比率である。

区　　　　分 増　減

公
営
企
業
会
計

法
適
用

連結実質赤字比率 ①/②

公
営
事
業
会
計
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ウ 実質公債費比率

実質公債費比率は，借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさ

を指標化し，資金繰りの程度を示すもので，一般会計等が負担する公営企業債

の償還に充てた繰出金等も含めた実質的な公債費の標準財政規模を基本とした

額に対する比率の過去３か年の平均値である。

当年度の実質公債費比率は8.5％で，前年度に比し0.2ポイント上昇している。

これは元利償還金及び準元利償還金が増加し，特定財源が減少したことなどによ

り単年度比率が上昇し，３か年平均でも上昇したものである。

実質公債費比率の状況及び過年度との比較は，次のとおりである。

また，実質公債費比率の推移及び中核市平均（前年度数値）との比較は，次の

とおりである。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

元利償還金 ① 17,595,858 17,405,903 17,361,369 17,459,872

準元利償還金 ② 1,943,861 1,811,341 1,755,779 1,773,989

満期一括償還地方債 0 0 0 0

公営企業繰入金 1,478,904 1,362,300 1,348,277 1,388,972

公債費に準ずる債務負担行為 464,955 448,410 407,494 384,998

一時借入金の利子 2 631 8 19

特定財源 ③ 3,559,057 3,535,372 3,541,971 3,435,461

貸付金の元利償還金 0 0 0 0

公営住宅使用料 452,078 444,067 455,515 435,617

2,883,523 2,887,039 2,921,743 2,857,875

その他 223,456 204,266 164,713 141,969

基準財政需要額算入額 ④ 9,996,054 9,655,077 9,351,316 9,122,015

標準財政規模 ⑤ 81,435,063 82,202,539 84,408,471 83,119,681

8.1 8.2 8.3 8.5

（単位：千円・％）

区　　　　分

地方債償還額に充当した都市計画税

実質公債費比率(単年度)

 (①+②-③-④)/(⑤-④)

実質公債費比率(３か年平均)

8.4 8.3 8.3 9.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

7.8
8.1 8.2 8.3

8.5

5.9
5.7

5.4
5.2

旭川市

中核市平均

(％)
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エ 将来負担比率

将来負担比率は，一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性

のある負担等の年度末時点での残高を指標化し，将来財政を圧迫する可能性の

度合いを示すもので，一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規

模を基本とした額に対する比率である。

当年度の将来負担比率は82.0％で，前年度に比し0.1ポイント上昇している。

これは，将来負担額のうち地方債の現在高が減少したものの，標準財政規模が減

少したことなどによる。

将来負担比率の状況及び前年度との比較は，次のとおりである。

（単位：千円・％）

令和４年度 令和３年度 増　減

地方債の現在高 171,367,200 172,486,916 △ 1,119,716

2,192,440 2,442,746 △ 250,306

94,522 143,552 △ 49,030

0 0 0

1,839,981 2,016,716 △ 176,735

257,937 282,478 △ 24,541

12,687,948 13,079,899 △ 391,951

0 0 0

17,581,861 16,931,148 650,713

619,503 676,253 △ 56,750

619,503 676,253 △ 56,750

旭川振興公社 619,503 676,253 △ 56,750

0 0 0

0 0 0

0 0 0

① 204,448,952 205,616,962 △ 1,168,010

充当可能基金 19,175,550 17,127,708 2,047,842

22,904,809 24,436,770 △ 1,531,961

17,382,507 18,149,640 △ 767,133

101,671,229 102,580,384 △ 909,155

② 143,751,588 144,144,862 △ 393,274

③ 83,119,681 84,408,471 △ 1,288,790

④ 9,122,015 9,351,316 △ 229,301

82.0 81.9 0.1

区　　　分

債務負担行為に基づく支出予定額

ＰＦＩ事業に係るもの

国営土地改良事業に係るもの

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

その他

公営企業債等繰入見込額

組合負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

第三セクター等

制度融資等に係る損失補償

連結実質赤字額

組合連結実質赤字額負担見込額

合　　　　計

充当可能特定歳入

うち都市計画税

基準財政需要額算入見込額

合　　　　計

標準財政規模

算入公債費等の額

将来負担比率　　(①-②)/(③-④)

充
当
可
能
財
源
等

将
来
負
担
額
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また，将来負担比率の推移及び中核市平均（前年度数値）との比較は，次のと

おりである。

（単位：千円）

年度　
 区分

一般会計債 175,133,522 172,672,518 171,613,257 169,361,344 168,320,694 

116,062,210 113,123,886 112,338,792 109,490,064 110,889,012 

469,929 486,205 459,706 435,150 374,263 

58,601,383 59,062,427 58,814,759 59,436,130 57,057,419 

動物園事業債 1,743,730 1,635,000 1,512,267 1,621,335 1,540,687 

708,841 708,841 708,841 688,671 626,017 

簡易水道事業債 683,532           -           -           -           -

177,817           -           -           -           -

178,447,442 175,016,359 173,834,365 171,671,350 170,487,398 

道貸付金等 729,514 723,481 781,584 815,566 879,802 

179,176,956 175,739,840 174,615,949 172,486,916 171,367,200 

水道事業債 30,655,708 30,017,263 29,222,639 28,743,458 28,131,104 

下水道事業債 34,630,210 32,197,602 30,255,833 28,587,241 27,017,700 

病院事業債 10,690,042 10,171,199 9,816,130 10,249,603 10,180,895 

75,975,960 72,386,064 69,294,602 67,580,302 65,329,699 

255,152,916 248,125,904 243,910,551 240,067,218 236,696,899 

（参考）                   各会計地方債現在高の状況

一般事業債

災害復旧事業債

臨時財政対策債

母子福祉資金等貸付事業債

農業集落排水事業債

計

合計

企業会計合計

総合計

注１）会計統合により令和元年度以降は，簡易水道事業債は水道事業債に，農業集落排水事業債は下水道
    事業債に含まれている。

注２）将来負担額（一般会計等）における地方債の現在高は，一般会計債，動物園事業債，母子福祉資金
    等貸付事業債及び道貸付金等の合計である。

30 元 ２ ３ ４

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

89.5 90.7
85.8

81.9 82.0

58.5
60.8

58.3

51.2

旭川市

中核市平均

(％)
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（２）資金不足比率

資金不足比率は，公営企業会計に区分される会計ごとの資金不足額の事業規模

に対する比率である。当年度において対象となる会計は，水道事業，下水道事業

及び病院事業の３事業で，いずれも資金不足額がなく，比率は算定されていない。

各会計の資金不足比率の状況は次のとおりである。

ア 水道事業会計

イ 下水道事業会計

（単位：千円・％）

令和４年度 令和３年度 増　減

△ 463,170 △ 435,277 △ 27,893

流動負債の額 ① 2,915,398 3,093,697 △ 178,299

流動負債のうち建設改良費の支払
に充てる地方債等

② 2,620,202 2,714,455 △ 94,253

建設改良費以外の地方債現在高
（流動負債を除く）

③ 0 0 0

流動資産の額 ④ 758,366 814,519 △ 56,153

5,034,752 4,709,287 325,465

営業収益の額 ⑤ 5,034,752 4,709,287 325,465

受託工事収益の額 ⑥ 0 0 0

－ － －

(△ 9.1) (△ 9.2) (0.1ﾎﾟｲﾝﾄ)

区　　　分

資金不足額 Ａ=(①-②)+③-④

事業の規模 Ｂ=(⑤-⑥)

注）資金不足比率について，資金不足額がない場合は「－」と表示した。なお，(  )内は，算定結果

　を数値で表示した場合の比率である。以下，イ及びウの表も同じ。

資金不足比率　Ａ/Ｂ

（単位：千円・％）

令和４年度 令和３年度 増　減

△ 512,513 △ 438,885 △ 73,628

流動負債の額 ① 3,959,758 3,984,288 △ 24,530

流動負債のうち建設改良費の支払
に充てる地方債等

② 3,301,623 3,617,841 △ 316,218

建設改良費以外の地方債現在高
（流動負債を除く）

③ 0 0 0

流動資産の額 ④ 1,170,648 805,332 365,316

6,005,248 5,930,662 74,586

営業収益の額 ⑤ 6,005,248 5,930,662 74,586

受託工事収益の額 ⑥ 0 0 0

－ － －

(△ 8.5) (△ 7.4) (△ 1.1ﾎﾟｲﾝﾄ)

区　　　分

資金不足額 Ａ=(①-②)+③-④

事業の規模 Ｂ=(⑤-⑥)

資金不足比率　Ａ/Ｂ



- 9 -

ウ 病院事業会計

（単位：千円・％）

令和４年度 令和３年度 増　減

△ 2,068,606 △ 1,671,060 △ 397,546

流動負債の額 ① 3,241,168 2,440,357 800,811

流動負債のうち建設改良費の支払
に充てる地方債等

② 1,198,523 1,138,208 60,315

建設改良費以外の地方債現在高
（流動負債を除く）

③ 0 0 0

流動資産の額 ④ 4,111,251 2,973,209 1,138,042

9,150,354 8,953,412 196,942

営業収益の額 ⑤ 9,150,354 8,953,412 196,942

受託工事収益の額 ⑥ 0 0 0

－ － －

(△ 22.6) (△ 18.6) (△4.0ﾎﾟｲﾝﾄ)

区　　　分

資金不足額 Ａ=(①-②)+③-④

事業の規模 Ｂ=(⑤-⑥)

資金不足比率　Ａ/Ｂ


